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◆都税事務所からのお知らせ◆

令和2年4月からAIチャットボットによる都税お問い合わせサービスを開始しました

＜

利
用
方
法

＜

＜

特  

長

＜
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練馬西税務署からのお知らせ
税理士会ニュース

都税事務所長挨拶
都税事務所からのお知らせ

3

2020年度税務職員募集

練馬西税務署からのお知らせ

税務職員は、国税局や税務署において、税務のスペシャリストとして法律・経済・会計等の専
門知識を駆使して適正な課税を維持し、また、租税収入を確保するための事務を行います。

◇受験資格 ⑴ 令和２年４月１日において高等学校又は中等教育学校を卒業した日の翌日から
起算して３年を経過していない者及び令和３年３月までに高等学校又は中等教
育学校を卒業する見込みの者

 ⑵ 人事院が上記⑴に掲げる者に準ずると認める者

◇申込手続 ⑴ 申込方法
  インターネット申込み
  人事院ホームページ上の申込専用アドレスを御利用ください。
  ［ http://www.jinji-shiken.go.jp/juken.html ］
 ⑵ 受付期間
  令和２年６月22日（月）９時から令和２年７月１日（水）まで[受信有効]
 ⑶ 受験案内交付期間
  令和２年５月８日（金）から令和２年７月１日（水）まで
  ９時から17時まで（土曜日及び日曜日を除く。）
 ⑷ 受験案内交付場所
  東京国税局又は最寄りの税務署若しくは人事院各地方事務局（所）
   （注）人事院ホームページからもダウンロードすることができます。
　　　　　　　　  　  ［ http://www.jinji.go.jp/saiyo/saiyo.htm ］

◇試 験 日 第１次試験   令和２年９月６日（日）
　　　　　 第２次試験  令和２年10月１４日（水）から令和２年10月２３日（金）までのうち
 　　　　　  指定された日時

適正かつ公平な賦課及び徴収の実現を、我々と一緒に目指してみませんか。
Ｐｒｉｄｅ of the ＳｐｅｃｉａｌｉｓｔＰｒｉｄｅ of the Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ ～公平な世の中を創る、志～～公平な世の中を創る、志～

 

（注）詳細については、お気軽に東京国税局人事第二課試験係（電話（03）3542-2111内線2162）まで
　　お尋ねください。

※賛は賛助会員です。

税
理
士
会
ニ
ュ
ー
ス

　

次
の
よ
う
な
理
由
に
よ
り
、
申
告
書
や
決
算
書
類

な
ど
の
国
税
の
申
告
・
納
付
等
の
手
続
が
、
そ
の
期
限

ま
で
に
行
う
こ
と
が
困
難
な
場
合
つ
い
て
は
個
別
の

申
請
に
よ
る
期
限
延
長（
個
別
延
長
）
が
認
め
ら
れ
る

こ
と
と
な
り
ま
す
。

①
税
務
代
理
等
を
行
う
税
理
士（
事
務
所
の
職
員
を

含
み
ま
す
。）が
感
染
症
に
感
染
し
た
こ
と

②
納
税
者
や
法
人
の
役
員
、
経
理
責
任
者
な
ど
が
、

現
在
、
外
国
に
滞
在
し
て
お
り
、
ビ
ザ
が
発
給
さ
れ
な

い
又
は
そ
の
お
そ
れ
が
あ
る
な
ど
入
出
国
に
制
限
等

が
あ
る
こ
と

③
次
の
よ
う
な
事
情
に
よ
り
、
企
業
や
個
人
事
業
者
、

税
理
士
事
務
所
な
ど
に
お
い
て
通
常
の
業
務
体
制
が

維
持
で
き
な
い
状
況
が
生
じ
た
こ
と

▶
経
理
担
当
部
署
の
社
員
が
、
感
染
症
に
感
染
し
た
、

又
は
感
染
症
の
患
者
に
濃
厚
接
触
し
た
事
実
が
あ
る

場
合
な
ど
、
当
該
部
署
を
相
当
の
期
間
、
閉
鎖
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
く
な
っ
た
こ
と

▶
学
校
の
臨
時
休
業
の
影
響
や
、
感
染
拡
大
防
止
の

た
め
企
業
が
休
暇
取
得
の
勧
奨
を
行
っ
た
こ
と
で
、

経
理
担
当
部
署
の
社
員
の
多
く
が
休
暇
を
取
得
し
て

い
る
こ
と

④
感
染
症
の
拡
大
防
止
の
た
め
多
数
の
株
主
を
招
集

さ
せ
な
い
よ
う
定
時
株
主
総
会
の
開
催
時
期
を
遅
ら

せ
る
な
ど
緊
急
措
置
を
講
じ
た
こ
と

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
り
期

限
内
申
告
・
納
付
が
困
難
な
法
人
に
つ
い
て
は
、
や
む

を
得
な
い
理
由
が
や
ん
だ
日
か
ら
２
か
月
以
内
の
日

を
指
定
し
て
申
告
・
納
付
期
限
が
延
長
さ
れ
ま
す
。

別
途
、
申
請
書
等
を
提
出
す
る
必
要
は
な
く
、
申
告

書
の
余
白
に「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
よ
る
申
告
・

納
付
期
限
延
長
申
請
」
で
あ
る

旨
を
付
記
し
て
く
だ
さ
い
。
こ

の
場
合
、
申
告
期
限
及
び
納
付

期
限
は
原
則
と
し
て
申
告
書
等

の
提
出
日
に
な
り
ま
す
。

渡辺浩章 広報部長

練
馬
都
税
事
務
所
長

　 

小
河
原 

靜
子

　

四
月
一
日
付
人
事
異
動
で
練
馬
都
税
事
務
所

長
に
着
任
い
た
し
ま
し
た
小
河
原
靜
子
で
ご
ざ

い
ま
す
。

　

髙
橋
会
長
を
は
じ
め
公
益
社
団
法
人
練
馬
西

法
人
会
の
皆
様
に
は
、
日
頃
よ
り
租
税
教
育
の

推
進
な
ど
都
の
税
務
行
政
及
び
練
馬
都
税
事
務

所
の
運
営
に
ご
理
解
と
ご
協
力
を
賜
り
、
厚
く

御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。
前
任
者
同
様
、
引
き
続

き
ご
指
導
・
ご
鞭
撻
を
賜
り
ま
す
よ
う
、
よ
ろ

し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。　

　

さ
て
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
ィ
ル
ス
感
染
症
の
世

界
的
流
行（
パ
ン
デ
ミ
ッ
ク
）
に
よ
り
、
わ
が
国

に
お
い
て
も
、
政
府
の
特
別
措
置
法
に
基
づ
く

「
緊
急
事
態
宣
言
」、
都
で
は
緊
急
事
態
措
置
等

が
発
せ
ら
れ
、
都
民
・
事
業
者
の
皆
様
に
は
、

外
出
の
自
粛
、
営
業
の
休
止
・
自
粛
等
、
大
変

な
ご
負
担
を
お
か
け
し
て
お
り
ま
す
。
ご
対
応

に
心
よ
り
感
謝
申
し
上
げ
ま
す
。

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
ィ
ル
ス
感
染
症
に
関
し
ま

し
て
は
、
地
方
税
に
お
い
て
も
、
そ
の
影
響
に

よ
り
厳
し
い
状
況
に
お
か
れ
て
い
る
納
税
者

に
対
し
、「
徴
収
猶
予
の
特
例
制
度
」
な
ど
の
税

制
上
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

詳
細
に
つ
き
ま
し
て
は
、
都
主
税
局
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
を
ご
覧
い
た
だ
く
か
、
練
馬
都
税
事
務

所
ま
で
お
問
合
せ
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
都
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
ィ
ル
ス
感

染
症
に
関
す
る
支
援
策
を
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲

載
し
て
お
り
ま
す
。
緊
急
事
態
措
置
等
及
び
感

染
拡
大
防
止
協
力
金
に
関
し
て
は
コ
ー
ル
セ
ン

タ
ー
を
設
置
し
、
お
問
い
合
わ
せ
に
対
応
し
て

お
り
ま
す
の
で
、
併
せ
て
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

　

都
主
税
局
で
は
、
今
年
四
月
、
納
税
者
の
問

い
合
わ
せ
に
二
十
四
時
間
三
六
五
日
対
応
す
る

A
I
チ
ャ
ッ
ト
ボ
ッ
ト
を
開
始
す
る
な
ど
、
納

税
者
の
利
便
性
向
上
に
資
す
る
施
策
に
日
々
取

組
ん
で
お
り
ま
す
。
厳
し
い
状
況
下
で
は
ご
ざ

い
ま
す
が
、
引
き
続
き
、
都
の
税
務
行
政
へ
の

一
層
の
ご
理
解
・
ご
支
援
を
賜
り
ま
す
よ
う
、

お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

　

結
び
に
あ
た
り
、
貴
会
の
益
々
の
ご
発
展
と

会
員
の
皆
様
の
ご
健
勝
、
事
業
の
ご
繁
栄
を
祈

念
い
た
し
ま
し
て
、
ご
挨
拶
と
さ
せ
て
い
た
だ

き
ま
す
。

◆
◆
◆ 

着
任
の
ご
挨
拶 

◆
◆
◆

主税局ホームページにアクセス

1

お問い合わせ先　主税局総務部総務課相談広報班　☎ 03-5388-2925

■ 24時間365日、パソコンやスマートフォンから利用可能です。
■ チャット（会話）形式で誰でも簡単にお問い合わせができます。
■ 都税に関する一般的なお問い合わせにお答えします。

ホームページ右下のバナーを選択

2 東京都主税局 検索
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令和2年度版 税制改正のあらまし 令和2年度版 税制改正のあらまし

⑴
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
促
進
税
制
の
創
設

　

企
業
の
保
有
す
る
内
部
資
金
や
技
術
を
有
効
活
用

し
、
事
業
革
新
に
つ
な
げ
る
こ
と
を
促
進
す
る
観
点
か

ら
、
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
促
進
税
制
が
創
設
さ

れ
ま
す
。

　

改
正
案
で
は
、
中
小
企
業
に
よ
る
創
業
10
年
未
満
・

未
上
場
の
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
に
対
す
る
1,
0
0
0
万

円
以
上
（
注
）
の
出
資
に
つ
い
て
、
そ
の
株
式
の
取
得

価
額
の
25
％
相
当
の
特
別
勘
定
の
金
額
の
損
金
算
入
が

で
き
ま
す
。
た
だ
し
、
当
該
株
式
を
取
得
か
ら
５
年
以

内
に
譲
渡
等
し
た
場
合
、
益
金
に
算
入
す
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。

（
注
）大
企
業（
資
本
金
等
の
額
が
１
億
円
超
）に
つ
い
て
は

1
億
円
以
上
。

Ⅱ

Ⅰ 令
和
2
年
度
版

税
制
改
正
の

あ
ら
ま
し

法
人
税
関
係

所
得
税
関
係

適
用
時
期

適
用
時
期

適
用
時
期

⑷ 

地
方
創
生
応
援
税
制
（
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
）

の
拡
充
・
延
長

　

地
方
へ
の
資
金
の
流
れ
を
飛
躍
的
に
高
め
る
観
点
か

ら
、
地
方
創
生
応
援
税
制
（
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
）

が
拡
充
・
延
長
さ
れ
ま
す
。

除
限
度
額
8
0
0
万
円
ま
で
損
金
算
入
可
）
の
適
用

期
限
が
2
年
間
延
長
さ
れ
ま
す
。

　

な
お
、
交
際
費
等
の
う
ち
接
待
飲
食
費
の
50
％
ま
で

を
損
金
算
入
で
き
る
特
例
措
置
（
大
法
人
も
適
用
可
）

に
つ
い
て
は
、
資
本
金
の
額
等
が
1
0
0
億
円
超
の

法
人
を
適
用
か
ら
除
外
し
た
上
で
、
適
用
期
限
が
2
年

間
延
長
さ
れ
ま
す
（
中
小
法
人
の
交
際
費
課
税
の
特
例

措
置
と
の
選
択
適
用
）。

⑵ 

中
小
法
人
の
交
際
費
課
税
の
特
例
措
置
の
延
長

　

中
小
法
人
の
交
際
費
課
税
の
特
例
措
置
（
定
額
控

⑶ 

少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
の
損
金
算
入
の

特
例
の
延
長
等

　

中
小
企
業
者
等
が
30
万
円
未
満
の
減
価
償
却
資
産

を
取
得
し
た
場
合
、
合
計
3
0
0
万
円
ま
で
を
限
度

に
即
時
償
却
す
る
こ
と
が
で
き
る
少
額
減
価
償
却
資
産

の
取
得
価
額
の
損
金
算
入
の
特
例
に
つ
い
て
、
以
下
の

見
直
し
を
行
っ
た
上
、
そ
の
適
用
期
限
が
2
年
間
延
長

さ
れ
ま
す
。

① 
対
象
法
人
か
ら
連
結
法
人
を
除
外

② 

対
象
法
人
の
要
件
の
う
ち
常
時
使
用
す
る
従
業
員

の
数
の
要
件
を
5
0
0
人
以
下（
現
行
：
1,
0
0
0

人
以
下
）
に
引
き
下
げ

　

令
和
2
年
4
月
1
日
か
ら
令
和
4
年
3
月
31
日
ま
で
の

間
に
一
定
の
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
の
株
式
を
出
資
の
払
込
み

に
よ
り
取
得
し
た
場
合
に
適
用
さ
れ
ま
す
。

令
和
4
年
3
月
31
日
ま
で
適
用
期
限
が
延
長
さ
れ
ま
す
。

令
和
7
年
3
月
31
日
ま
で
適
用
期
限
が
延
長
さ
れ
ま
す
。

令
和
4
年
3
月
31
日
ま
で
適
用
期
限
が
延
長
さ
れ
ま
す
。

　

令
和
4
年
3
月
31
日
ま
で
適
用
期
限
が
延
長
さ
れ
ま
す
。

　

令
和
4
年
4
月
1
日
以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
か
ら

適
用
さ
れ
ま
す
。

　

令
和
2
年
4
月
1
日
か
ら
令

和
3
年
3
月
31
日
ま
で
の
間
に

開
始
す
る
各
事
業
年
度
に
適
用

さ
れ
ま
す
。

⑸ 

地
方
拠
点
強
化
税
制
の
見
直
し

　

地
方
で
の
雇
用
を
創
出
す
る
た
め
、
企
業
が
本
社
機

⑹ 

連
結
納
税
制
度
の
見
直
し

　

企
業
の
機
動
的
な
組
織
再
編
を
促
し
、
企
業
グ
ル
ー

プ
の
一
体
的
で
効
率
的
な
経
営
を
後
押
し
す
る
こ
と

で
、
企
業
の
国
際
的
な
競
争
力
の
維
持
・
強
化
を
図
る

た
め
、
連
結
納
税
制
度
が
見
直
さ
れ
ま
す
。

　

連
結
納
税
制
度
と
は
、
企
業
グ
ル
ー
プ
を
一
体
と
み

て
親
会
社
と
完
全
子
会
社
の
所
得
通
算
な
ど
を
行
う

制
度
で
す
。

⑺ 

大
企
業
の
研
究
開
発
税
制
等

の
税
額
控
除
適
用
要
件
の
見
直
し

　

収
益
が
拡
大
し
て
い
る
に
も

関
わ
ら
ず
、
設
備
投
資
に
積
極

的
で
な
い
大
企
業
に
対
し
、
研

究
開
発
税
制
等
の
生
産
性
の
向

上
に
関
連
す
る
租
税
特
別
措
置

を
停
止
す
る
適
用
要
件
が
見
直

さ
れ
ま
す
。

⑻ 

大
企
業
の
給
与
等
の
引
き
上
げ
及
び
設
備
投
資
の

促
進
に
係
る
税
制
措
置
の
適
用
要
件
の
見
直
し

　

設
備
投
資
の
堅
調
な
増
加
等
を
踏
ま
え
、
国
内
設

備
投
資
に
対
し
て
一
層
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
付
与
す

る
た
め
、
大
企
業
が
給
与
等
の
引
き
上
げ
及
び
設
備
投

⑴ 

低
未
利
用
土
地
等
を
譲
渡
し
た
場
合
の
長
期
譲
渡

所
得
の
特
別
控
除
の
創
設

　

取
引
の
活
性
化
を

通
じ
て
低
未
利
用
土

地
（
注
）
の
活
用
を
促

す
た
め
、
個
人
が
低
未

利
用
土
地
等
を
譲
渡
し

た
場
合
（
親
族
間
を
除

く
）、
下
記
の
条
件
を

満
た
す
と
そ
の
年
中
の

低
未
利
用
土
地
等
の
譲

渡
に
係
る
譲
渡
所
得
の

金
額
か
ら
1
0
0
万

円
の
控
除
が
で
き
る
制

度
が
創
設
さ
れ
ま
す
。

　

改
正
案
で
は
、
制
度
の
適
用
実
態
や
グ
ル
ー
プ
経
営

の
実
態
を
踏
ま
え
、
企
業
の
事
務
負
担
の
軽
減
等
の
観

点
か
ら
、
グ
ル
ー
プ
内
に
お
い
て
損
益
通
算
を
可
能
と

す
る
現
行
の
基
本
的
な
枠
組
み
を
維
持
し
つ
つ
、
親
会

社
と
完
全
子
会
社
の
そ
れ
ぞ
れ
が
申
告
・
納
税
を
行
う

「
グ
ル
ー
プ
通
算
制
度
」
に
見
直
さ
れ
ま
す
。

　

地
方
創
生
応
援
税
制
と
は
、

国
が
認
定
し
た
地
方
公
共
団

体
の
地
方
創
生
事
業
に
対
し
企

業
が
寄
附
を
行
っ
た
場
合
、
損

金
算
入
措
置
（
約
３
割
）
に
上

乗
せ
し
て
、
寄
附
額
の
３
割
を

税
額
控
除
で
き
る
制
度
で
す
。

　

改
正
案
で
は
、
税
額
控
除

割
合
を
６
割
（
現
行
：
３
割
）

に
引
き
上
げ
、
認
定
手
続
き
を

簡
素
化
し
た
上
で
、
適
用
期
限

が
５
年
間
延
長
さ
れ
ま
す
。

　

令
和
2
年
4
月
1
日
か
ら
令
和

3
年
3
月
31
日
ま
で
の
間
に
開
始

す
る
各
事
業
年
度
に
国
内
雇
用
者

に
対
し
て
給
与
等
を
支
給
す
る
場

合
に
適
用
さ
れ
ま
す
。

適
用
時
期

適
用
時
期

適
用
時
期

適
用
時
期

適
用
時
期

【地方創生応援税制の拡充の改正案】

損金算入
約3割

国税＋地方税

寄 附 額

拡　充
（税額控除
  最大3割）

現　行
（税額控除
  最大3割）

企業負担
（約1割）

改正案現　行

企業全体の給与額の増減に関
わらず、適用可能

（要件を撤廃）

企業全体の給与額が、前年
度より一定額以上増加しな
ければ適用不可
（雇用者数の増加率×20％
以上増加）

【雇用促進税制の特例（移転型・拡充型）の適用要件の緩和】

・初年度の税額控除:60万円
又は90万円／人
（企業全体の雇用増加率5％
以上で90万円／人）
・3年間の適用期間における
税額控除：150万円（うち、
オフィス減税との併用分：
90万円／人）

・初年度の税額控除：50万円
又は90万円／人
(雇用増加率に関わらず一律）

・3年間の適用期間における
税額控除：170万円（うち、
オフィス減税との併用分：
120万円／人）

【雇用促進税制の特例（移転型）の税額控除の拡充】
改正案現　行

【税額控除適用要件の見直し】

案
正
改

行
現 ①平均給与等支給額＞前事業年度の平均給与等支給額

②国内設備投資額＞当期の減価償却費の10%

①同上
②国内設備投資額＞当期の減価償却費の30%

※ただし、大企業の所得金額が前事業年度の所得金額以下の場合には対象外

国内設備投資額

【国内設備投資額要件の見直し】

当期の減価償却費
の総額の95%以上

改正案現　行

当期の減価償却費
の総額の90%以上

親会社

子会社A

子会社B

所得と所得
又は所得と
欠損を合算

法人税額
の調整

申告・納税

連結納税制度（現行）

親会社

子会社A

所得と所得
又は所得と
欠損を合算

法人税額
の調整

申告・納税

グループ通算制度（改正案）

子会社B

申告・納税

申告・納税

個別申告方式への見直し

局
当
務
税

局
当
務
税

【連結納税制度の改正案】 能
を
地
方
へ
移
転
又
は
地
方
拠
点
の
強
化
を
行
う
場
合

に
税
制
の
優
遇
措
置
が
受
け
ら
れ
る
地
方
拠
点
強
化

税
制（
オ
フ
ィ
ス
減
税
と
雇
用
促
進
税
制
の
特
例
）
の

適
用
期
限
が
そ
れ
ぞ
れ
2
年
間
延
長
さ
れ
ま
す
。な
お
、

改
正
案
で
は
雇
用
促
進
税
制
の
特
例
に
つ
い
て
は
、表
1

の
よ
う
に
適
用
要
件
や
税
額
控
除
額
等
が
見
直
さ
れ
ま

す
。

資
を
行
っ
た
場
合
の
税
額
控
除
制

度
（
給
与
等
支
給
総
額
の
対
前
年

度
増
加
額
の
15
％
、
法
人
税
額
の

20
％
が
限
度
）
に
つ
い
て
、
適
用

要
件
の
１
つ
で
あ
る
国
内
設
備
投

資
額
要
件
が
見
直
さ
れ
ま
す
。

（注）低未利用土地とは、居住の用、事業の用その他の用途に供され
ておらず、又はその利用の程度が周辺の地域における同一の用途
もしくはこれに類する用途に供されている土地の利用の程度に比
し著しく劣っていると認められる土地をいいます。

【主な適用要件】

①譲渡価額がその上にある建物等を含めて500万円以下の
譲渡であること
②1月1日に所有期間が5年を超えること
③その低未利用土地等が都市計画区域内に所在すること
④低未利用土地等であったこと及び譲渡後の土地の利用に
ついて市区町村の長による確認が行われたこと

表 1
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土
地
基
本
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
仮
称
）
の

施
行
の
日
又
は
令
和
2
年
7
月
1
日
の
い
ず
れ
か
遅
い
日

か
ら
令
和
4
年
12
月
31
日
ま
で
の
間
に
譲
渡
し
た
場
合
に

適
用
さ
れ
ま
す
。

　

新
・
N
I
S
A
（
仮
）
に
つ
い
て
は
、
令
和
6
年
1

月
1
日
か
ら
令
和
10
年
12
月
31
日
ま
で
、
つ
み
た
て

N
I
S
A
に
つ
い
て
は
、
令
和
24
年
12
月
31
日
ま
で
適

用
さ
れ
ま
す
。

①
の
改
正
は
、
令
和
2
年
4
月
1
日
以
後
の
条
例
の
施
行

の
日
以
後
に
現
所
有
者
で
あ
る
こ
と
を
知
っ
た
者
に
つ

い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。

②
の
改
正
は
、
令
和
3
年
度
以
後
の
年
度
分
の
固
定
資
産

税
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。

⑵ 

N
I
S
A
制
度
の
見
直
し

　

家
計
の
安
定
的
な
資
産
形
成
を
支
援
す
る
観
点
か

ら
、
N
I
S
A
制
度
が
見
直
さ
れ
ま
す
。
N
I
S
A

制
度
と
は
、
非
課
税
口
座
内
で
、
毎
年
一
定
金
額
の
範

囲
内
で
購
入
し
た
株
式
や
投
資
信
託
な
ど
の
金
融
商
品

か
ら
得
ら
れ
る
利
益
が
非
課
税
に
な
る
制
度
で
す
。

　

一
般
N
I
S
A
に
つ
い
て
は
投
資
期
間
終
了
後
に
、

1
階
部
分
で
積
立
投
資
を
行
っ
た
場
合
に
限
り
、
2
階

部
分
で
別
枠
の
非
課
税
投
資
が
行
え
る
2
階
建
て
制

度
の
新
・
N
I
S
A
（
仮
）
が
創
設
さ
れ
ま
す
。
ま
た
、

つ
み
た
て
N
I
S
A
に
つ
い
て
は
投
資
期
間
が
5
年

間
延
長
さ
れ
、
ジ
ュ
ニ
ア
N
I
S
A
に
つ
い
て
は
令
和

所
有
者
不
明
土
地
等
に
係
る
課
税
上
の
課
題
へ
の
対
応

　

所
有
者
不
明
の
土
地
等
の
増
加
に
よ
り
、
公
共
事
業

の
推
進
等
に
お
い
て
様
々
な
課
題
が
生
じ
て
い
ま
す
。
そ

の
た
め
、
所
有
者
情
報
の
円
滑
な
把
握
や
課
税
の
公
平

性
の
確
保
の
観
点
か
ら
、以
下
の
措
置
が
講
じ
ら
れ
ま
す
。

① 

現
に
所
有
し
て
い
る
者
の
申
告
の
制
度
化

	

登
記
簿
上
の
所
有
者
が
死
亡
し
相
続
登
記
が
さ
れ

る
ま
で
の
間
に
、
現
に
所
有
し
て
い
る
者
（
相
続

人
等
）
に
対
し
、
市
町
村
は
条
例
で
、
氏
名
・
住

所
等
必
要
な
事
項
を
申
告
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る

よ
う
に
な
り
ま
す
。

② 

使
用
者
を
所
有
者
と
み
な
す
制
度
の
拡
大

	

市
町
村
が
一
定
の
調
査
を
尽
く
し
て
も
な
お
固
定

資
産
の
所
有
者
が
一
人
も
明
ら
か
と
な
ら
な
い
場

合
、
事
前
に
使
用
者
に
対
し
て
通
知
し
た
上
で
、

使
用
者
を
所
有
者
と
み
な
し
て
、
固
定
資
産
課
税

台
帳
に
登
録
し
、
固
定
資
産
税
を
課
す
こ
と
が
で

き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

⑴ 

電
子
帳
簿
等
保
存
制
度
の
見
直
し

　

経
済
社
会
の
デ
ジ
タ
ル
化
を
踏
ま
え
、
電
子
取
引
を

行
っ
た
場
合
の
電
磁
的
記
録
の
保
存
方
法
の
要
件
が
緩

和
さ
れ
、
以
下
の
方
法
が
追
加
さ
れ
ま
す
。

① 

発
行
者
の
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
が
付
さ
れ
た
電
磁
的

記
録
を
受
領
し
た
場
合
に
、
そ
の
電
磁
的
記
録
を

保
存
す
る
方
法

② 

電
磁
的
記
録
に
つ
い
て
訂
正
又
は
削
除
を
行
っ
た

事
実
及
び
内
容
を
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
シ
ス

テ
ム（
訂
正
又
は
削
除
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
シ

法
人
に
係
る
消
費
税
の
申
告
期
限
の
特
例
の
創
設

　

企
業
の
事
務
負
担
の
軽
減
や
平
準
化
を
図
る
観
点

か
ら
、
法
人
税
の
申

告
期
限
の
延
長
の
特

例
の
適
用
を
受
け
る

法
人
に
つ
い
て
、
消

費
税
の
申
告
期
限
を

1
ヵ
月
延
長（
注
）
す

る
特
例
が
創
設
さ
れ

ま
す
。

（
注
）延
長
さ
れ
た
期
間

の
消
費
税
の
納
付
に
つ

い
て
は
、
利
子
税
を
合

わ
せ
て
納
付
し
ま
す
。

⑵ 

利
子
税
・
還
付
加
算
金
等
の
割
合
の
引
き
下
げ

　

市
中
金
利
の
実
勢
を
踏
ま
え
、
利
子
税
及
び
還
付
加

算
金
等
の
割
合
が
0.
5
％
引
き
下
げ
ら
れ
ま
す
。

　

な
お
、
延
滞
税
に

つ
い
て
は
、
遅
延
利

息
と
し
て
の
性
格
や

滞
納
を
防
止
す
る
機

能
等
の
観
点
か
ら
、

そ
の
水
準
が
維
持
さ

れ
ま
す
が
、
納
税
を

猶
予
す
る
場
合
に
軽

減
さ
れ
る
延
滞
税
に

つ
い
て
は
、
利
子
税
・

還
付
加
算
金
と
同
様

に
割
合
が
引
き
下
げ

ら
れ
ま
す
。

⑶ 

未
婚
の
ひ
と
り
親
へ
の
対
応
及
び
寡
婦
（
夫
）
控

除
の
見
直
し

　
「
婚
姻
歴
の
有
無
に
よ
る
不
公
平
」
と
「
男
性
の
ひ

と
り
親
と
女
性
の
ひ
と
り
親
の
間
の
不
公
平
」
を
同
時

に
解
消
す
る
た
め
に
、以
下
の
措
置
が
講
じ
ら
れ
ま
す
。

① 

未
婚
の
ひ
と
り
親
に
対
す
る
税
制
上
の
措
置

　
 

未
婚
の
ひ
と
り
親
の
う
ち
以
下
の
要
件
を
満
た
す

場
合
、
寡
婦（
夫
）控
除
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

イ 
同
一
生
計
の
子（
総
所
得
金
額
の
合
計
額
が
48
万
円

以
下
）を
有
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

ロ 

合
計
所
得
金
額
が
5
0
0
万
円
以
下
と
な
り
ま
す
。

ハ 

住
民
票
の
続
柄
に「
夫（
未
届
）」「
妻（
未
届
）」の

記
載
が
あ
る
場
合
に
は
対
象
外
と
な
り
ま
す
。

② 

寡
婦（
夫
）控
除
の
見
直
し

イ 

寡
婦
に
寡
夫
と
同
じ
所
得
制
限（
所
得
5
0
0
万

円
）が
設
け
ら
れ
ま
す
。

ロ 

住
民
票
の
続
柄
に「
夫（
未
届
）」「
妻（
未
届
）」の

記
載
が
あ
る
場
合
に
は
対
象
外
と
な
り
ま
す
。

ハ 

子
あ
り
の
寡
夫
の
控
除
額
に
つ
い
て
、
子
あ
り
の
寡

婦
の
控
除
額
と
同
額
の
35
万
円（
現
行
27
万
円
）と

さ
れ
ま
す
。

ニ 

寡
婦
控
除
の
特
例
は
廃
止
さ
れ
ま
す
。

⑷ 

国
外
中
古
建
物
の
不
動
産
所
得
に
係
る
損
益
通
算

等
の
特
例
の
創
設

　

国
外
中
古
建
物
の
不
動
産

所
得
を
有
す
る
場
合
、
不
動

産
所
得
の
金
額
の
計
算
上
生

じ
た
損
失
の
金
額
の
う
ち
、

国
外
中
古
建
物
の
減
価
償
却

費
に
相
当
す
る
部
分
の
金
額

は
、
生
じ
な
か
っ
た
こ
と
と

み
な
す
特
例
が
創
設
さ
れ
、

他
の
給
与
所
得
等
と
の
損
益

通
算
が
で
き
な
い
こ
と
に
な

り
ま
す
。

　

ま
た
、
同
特
例
の
適
用
を

適
用
時
期

適
用
時
期

適
用
時
期

Ⅲ
資
産
課
税
関
係

Ⅳ
消
費
税
関
係

Ⅴ
そ
の
他

改正案（令和６年以降）

【NISA制度の見直し】

現　行

最大投資額
600万円

年120万円まで
最長5年

上場株式、
公募株式投資
信託 など

上場株式、
公募株式投資
信託 など

公募株式投資
信託 など

公募株式投資
信託 など

最大投資額
510万円

年102万円まで
最長5年

最大投資額
800万円
年40万円まで
最長20年

最大投資額
100万円
年20万円まで
最長5年

公募株式投資
信託 など

最大投資額
800万円

年40万円まで
最長20年

一般NISA
令和5年まで

つみたてNISA
令和19年まで

新NISA(仮)
令和6年から
5年の措置

つみたてNISA
令和24年まで
5年間延長

夫
寡

＊子の所得要件：総所得金額48万円以下

【寡婦（夫）控除の見直し】

分
区 離婚
死別要件

婦
寡

控除額扶養親族等
の要件

所得要件
（合計所得金額）

控除額

離婚
死別

扶養親族あり 27万円

500万円以下
（現行：なし） 35万円同一生計の子＊

死別 なし 500万円以下 27万円

未婚 同一生計の子＊ 500万円以下 35万円

離婚
死別 同一生計の子＊ 500万円以下

35万円
（現行：27万円）

未婚 同一生計の子＊ 500万円以下 35万円

【国外の中古不動産の貸付けによる不動産所得】

減価償却費

簡便法による
耐用年数で計算

その他の経費

家賃収入 必要経費

損　失

改正案では、損
失はなかったも
のとみなされる
ことから、損益通
算はできません

現 行

4/1

改正案

決算
3/31

消費税の申告
期限（原則）
5/31

消費税申告期限の
延長の特例

（届

届出書を提出した事業年度末日の属する課税期間
以後の課税期間（＊）の申告期限を1ヵ月延長

2カ月 1カ月

【3月決算法人の例】

（＊）事業年度末日の属する課税期間に限る

消費税の申告
期限（特例）
6/30課税期間

（事業年度）

利子税
還付加算金

改正案

【利子税・還付加算金等の割合の引き下げ】

（注）平均貸付割合とは、各年の前々年の9月から前年の8月まで（現
行：前々年の10月から前年の9月まで）の各月における銀行の新
規の短期貸出約定平均金利の合計を12で除して得た割合として
各年の前年の11月30日まで（現行：12月15日まで）に財務大臣が
告示する割合。

平均貸付割合
＋年0.5％

平均貸付割合
＋年1％納税猶予

の延滞税

現　行

5
年
末
で
終
了
と
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
新
・
N
I
S
A
（
仮
）
に
つ
い
て
は
、
つ
み

た
て
N
I
S
A
と
の
選
択
適
用
と
な
り
ま
す
。

令
和
2
年
分
以
後
の
所
得
税
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。

適
用
時
期

適
用
時
期

適
用
時
期

適
用
時
期

適
用
時
期

令
和
3
年
分
以
後
の
所
得
税
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。

令
和
2
年
10
月
1
日
か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。

令
和
3
年
3
月
31
日
以
後
終
了
す
る
事
業
年
度
末
日
の
属

す
る
課
税
期
間
か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。

令
和
3
年
1
月
1
日
以
後
の
期
間
に
対
応
す
る
利
子
税
・

還
付
加
算
金
等
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。

受
け
た
国
外
中
古
建
物
を
譲
渡
し
た
場
合
、
譲
渡
所

得
の
金
額
の
計
算
上
、「
生
じ
な
か
っ
た
」
と
さ
れ
た

減
価
償
却
費
に
相
当
す
る
金
額
は
、
取
得
費
か
ら
控
除

す
る
減
価
償
却
分
に
は
含
め
な
い
こ
と
と
さ
れ
ま
す
。

ス
テ
ム
を
含
む
）に
、
そ
の
電
磁
的
記
録
の
授
受
及

び
保
存
を
行
う
方
法

＊
令
和
元
年
12
月
20
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
令
和

2
年
度
税
制
改
正
大
綱
等
に
基
づ
い
て
い
ま
す
。

　

今
後
の
国
会
審
議
等
に
ご
留
意
く
だ
さ
い
。
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社長さんこんにちは 社長さんこんにちは

環
境
問
題
に
も
取
り
組
ん
で
い
ま
す

　

有
限
会
社
イ
ズ
ミ
加
工
は
創
業
二
十
五
周
年
を
迎

え
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

仕
事
内
容
は
、
商
業
印
刷
の
加
工
が
主
力
で
す
。

カ
レ
ン
ダ
ー
・
ノ
ー
ト
・
チ
ラ
シ
商
業
用
ポ
ス
タ
ー 

全
て
の
綴
じ
製
本
の
最
終
加
工
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

主
力
と
し
て
、
年
末
よ
り
始
ま
る
カ
レ
ン
ダ
ー
作
成

は
、大
判 

中
判 

卓
上
等
の
各
企
業
の
名
入
れ
、封
入
、

発
送
ま
で
行
っ
て
い
ま
す
。

　

最
近
、
環
境
問
題
の
基
準
も

厳
し
く
な
り
、一
例
と
し
て
各
家

庭
に
一
部
は
必
ず
あ
る
カ
レ
ン

ダ
ー
も
本
体
と
上
部
の
綴
じ
金

具
を
分
別
し
て
出
す
時
代
で

す
。

　

分
別
し
て
出
せ
ば
資
源
、
そ

の
ま
ま
出
せ
ば
ゴ
ミ
と
し
て
処

理
さ
れ
て
し
ま
い
ま
す
。

　

当
社
で
は
、
エ
コ
ハ
ン
グ
製
本
に
力
を
入
れ
て
い

ま
す
。
全
て
の
製
本
の
綴
じ
に
そ
の
ま
ま
仕
分
け
す

る
事
な
く
、
捨
て
ら
れ
る
企
画
提
案
を
さ
せ
て
戴
き
、

物
を
作
る
立
場
と
し
て
只
作
る
だ
け
で
は
な
く
最
終

の
環
境
問
題
に
も
関
連
し
て
心
掛
け
て
い
き
た
い
と

考
え
て
い
ま
す
。

　

又
、
今
回
は
人
と
人
と
の
つ
な
が
り
の
中
で
法
人

会
か
ら
は
大
い
に
勉
強
さ
せ
て
頂
き
ま
し
た
。

　

企
業
は
人
な
り
！！
良
き
人
材
が
集
ま
れ
ば
会
社
も

個
人
も
必
ず
成
長
し
ま
す
。

　

法
人
会
に
入
会
し
て
多
く
の
人
と
触
れ
合
い
が
で

き
、税
務
関
連
を
主
に
地
元
に
密
着
し
た
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
活
動
、
各
支
部
ご
と
の
税
務
教
育
を
兼
ね
た
バ
ス

旅
行
、
娯
楽
教
育
の
場
を
利
用
し
て
の
心
の
触
れ
合

い
の
中
で
の
経
験
か
ら
生
ま
れ
た
知
恵
を
拝
借
し
な

が
ら
、
よ
り
豊
か
に 

よ
り
楽
し
く
を
モ
ッ
ト
ー
に
今

後
共
に
法
人
会
を
盛
り
上
げ
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

広
告
は
町
の
人
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ツ
ー
ル

　

当
社
は
平
成
十
二
年
に
板
橋
で
広
告
事
業
を
立
ち

上
げ
ま
し
た
。

　

平
成
十
五
年
に
父
・
弟
・
妻
・
私
の
四
人
で
大
泉

学
園
に
移
転
し
て
き
ま
し
た
。

　

平
成
二
十
年
に
朝
霞
の
工
場
ビ
ル
を
購
入
、
平
成

二
十
八
年
に
本
社
ビ
ル
建
築
し
現
在
に
至
っ
て
お
り

ま
す
。

　

当
初
は
看
板
の
カ
ッ
テ
ィ
ン
グ
シ
ー
ト
、グ
ラ
フ
ィ
ッ

ク
シ
ー
ト
を
扱
う
営
業
会
社
で
し
た
が
少
し
ず
つ
、
設

備
・
商
品
・
ス
タ
ッ
フ
を
増
や
し
、
現
在
で
は
広
告
物
、

印
刷
物
の
企
画
・
デ
ザ
イ
ン
・
製
作
や
イ
ベ
ン
ト
時
な

ど
の
装
飾
物
の
企
画
・
デ
ザ
イ
ン
・
製
作
・
施
工
、セ
ー

ル
ス
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
全
般
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。

　

お
客
様
も
す
べ
て
の
業
種
に
対
応
し
、
エ
リ
ア
も

九
州
か
ら
北
海
道
ま
で
対
応
し
て
お
り
ま
す
。

　

こ
れ
も
ひ
と
え
に
お
客
様
と
社
員
に
会
社
を
育
て

て
い
た
だ
い
た
お
か
げ
で
す
。
感
謝
し
て
お
り
ま
す
。

　

広
告
物
・
装
飾
物
は
会
社
様
、
店
舗
様
の
顔
で
あ

り
、
町
の
人
々
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ツ
ー
ル
で

す
。
事
業
の
安
心
感
・
安
定
感
を
表
す
の
に
と
て
も

重
要
な
も
の
で
す
。

　

当
社
で
は
小
さ
い
も
の
で
は
名
刺
の
作
成
・
印
刷
、

ま
た
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
作
成
、
大
き
い
も
の
で
は
屋
外

大
型
サ
イ
ン
ま
で
広
告
物
・
装
飾
物
と
呼
ば
れ
る
も

の
は
自
社
工
場
で
製
作
し
て
お
り
、ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で

提
供
さ
せ
て
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。

　

現
在
は
サ
ミ
ッ
ト
様
近
く
、
満
月
茶
屋
様
の
隣
が

本
社
と
な
り
ま
す
。

　

広
告
の
使
い
方
、
装
飾
の
見
せ
方
、
集
客
の
方
法
等

ご
相
談
が
あ
れ
ば
何
な
り
と
お
申
し
付
け
く
だ
さ
い
。

元
気
な
営
業
マ
ン
が
お
伺
い
し
様
々
な
課
題
に
取
り

組
ん
で
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

大
泉
学
園
に
移
転
し
十
六
年
が
過
ぎ
、
縁
が
あ
り

練
馬
西
法
人
会
に
入
会
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

今
後
と
も
地
域
の

方
々
と
関
わ
り
が
で
き
、

地
域
が
活
性
化
で
き
る

よ
う
に
日
々
、
勉
強
し
て

参
り
ま
す
の
で
よ
ろ
し

く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

ホ
ン
ダ
車
を
メ
イ
ン
に
活
動

　

弊
社
は
、
昭
和
四
十
三
年
に
石
神
井
町
八
丁
目
に
て
父
が
開
業
を
し

て
、
昭
和
五
十
一
年
に
現
在
の
大
泉
町
六
丁
目
に
シ
ョ
ー
ル
ー
ム
を
構

え
現
在
に
至
っ
て
お
り
ま
す
。

　

業
務
内
容
と
し
て
は
、
新
車
販
売
・
中
古
車
販
売
・
車
検
整
備
・
修
理
・

保
険
（
損
保
）
等
々
を
し
て
お
り
ま
す
。
創
業
か
ら
五
十
三
年
間
地
域
の

人
々
や
企
業
様
と
の
お
付
き
合
い
の
中
、
今
日
に
至
っ
て
お
り
ま
す
。

　

私
事
で
す
が
、
高
校
を
卒
業
後
、
埼
玉
県
の
上
福
岡
に
あ
る
ホ
ン
ダ
の

専
門
学
校
に
入
学
卒
業
し
て
、
二
十
歳
で
当
時
の
ホ
ン
ダ
ベ
ル
ノ
店
と

い
う
デ
ィ
ー
ラ
ー
で
サ
ー
ビ
ス
メ
カ
ニ
ッ
ク
と
新
車
営
業
を
経
験
し
て

お
り
ま
し
た
が
、
当
時
は
バ
ブ
ル
真
っ
盛
り
で
プ
レ
リ
ュ
ー
ド
（
私
も

乗
っ
て
い
ま
し
た
が
）
が
爆
発
的
に
売
れ
ま
し
て
、
仕
事
が
あ
り
過
ぎ
て

廻
ら
な
く
、
明
け
方
近
く
ま
で
残
業
を
し
て
い
た
思
い
出
が
懐
か
し
く

思
わ
れ
ま
す
。（
今
で
は
ブ
ラ
ッ
ク
企
業
で
す
ね
）
笑

　

今
は
、
百
年
に
一
度
の
自
動
車
産
業
大
変
革
期
と
言
わ
れ
て
い
る
ぐ
ら

い
変
革
を
感
じ
て
お
り
ま
す
。

　

車
離
れ
の
若
者（
我
が
家
の
子
供
達
は
無
理
や
り
で
も
何
と
か
免
許
だ

け
は
取
得
さ
せ
ま
し
た
が
）笑

　

ご
高
齢
者
の
運
転
技
術
の
低
下
等
、
色
々

難
問
は
多
々
あ
り
ま
す
が
、
メ
ー
カ
ー
等
の

努
力
に
よ
り
、
日
々
進
化
す
る
車
に
対
応
す

べ
く
技
術
力
を
高
め
て
い
か
な
け
れ
ば
と
思

う
所
存
で
す
。

　

時
代
と
共
に
今
、
整
備
工
場
の
認
証
も
変

わ
る
の
で
、
対
応
で
き
る
様
に
知
識
を
高
め
、

既
存
の
お
客
様
を
大
切
に
し
つ
つ
、
技
術
向

上
に
取
り
組
ん
で
参
り
ま
す
。

各地域・業種に広く対応

有
限
会
社
イ
ズ
ミ
加
工

代
表
取
締
役

五
味
　
純
良

大泉学園町 5-30-5
電話 03-3921-5226

第 6 支部

株
式
会
社
ホ
ン
ダ
オ
ー
ト
練
馬

代
表
取
締
役  

鈴
木 

善
克

大泉町 6-4-7
電話 03-3925-8133

第 7 支部

株
式
会
社
ア
イ
エ
ス代

表
取
締
役  

古
谷 

義
範

大泉学園町 7-14-25
電話 03-5933-3510

第 6 支部

環境問題も心掛けた企画を提案

車の事なら何でもご相談ください。
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税の漫画講座
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令和2年度事業研修会計画 支部・部会・委員会活動報告

日時  令和２年１月29日（水）
場所  勤労福祉会館
人数  83名

日時　令和2年2月5日（水）
場所　勤労福祉会館
人数　18名

税務署川野 1 統括の講演

柄川副署長（右）田中青年部会長（左）山元署長（右）髙橋会長（左）

浅井部会長の挨拶

荒井担当副会長の挨拶

日時　令和２年２月７日（金）
場所　練馬西税務署

支部・部会・委員会活動報告　2020.1.29 〜 2020.3.14　

源泉部会 閉講式

経営セミナー

1支部 親睦卓球大会

第 8 回 税に関する「絵はがきコンクール」表彰式

練馬西税務署へ花鉢寄贈

セミナー風景

講師の水谷陽治氏

選手のみなさん

岩渕幸洋選手と卓球を楽しむ会

表彰式に出席した皆さん

日時　令和２年３月１４日（土）
場所　練馬西法人会事務局
人数　8名

日時　令和２年２月８日（土）
場所　勤労福祉会館
人数　120名

税金○×クイズと映画鑑賞

簿記研修会閉講式

チャリティゴルフ大会

支部研修会

女性部会秋季研修会

青年部会野外研修会

源泉部会野外研修会

令和2年度事業研修会計画（予定）
本 部 事 業

第9回 通常総会 6月12日（金） 勤労福祉会館
税金〇×クイズと映画鑑賞 8月2日（日） 関区民ホール

健康セミナー 9月10日（木） 法人会 会議室
役員合同研修会 10月2日（金） 勤労福祉会館

税制税務委員会研修会 11月26日（木） 勤労福祉会館
30周年記念式典・祝賀会 令和3年1月27日（水） ホテルカデンツァ光が丘

企業経営セミナー① 中 止 法人会 会議室
企業経営セミナー② 令和3年3月8日（月） 法人会 会議室

同 好 会
30周年記念地域親睦ゴルフ大会 10月16日（金）おおむらさきゴルフ倶楽部

協 賛 事 業
簿記講座 (日商３級)（計６回終了） 8月22日（土）～10月3日（土） 法人会 会議室(令和3年は4月中旬予定）

年末調整説明会
11月4日（水） 関区民ホール（午後）
11月6日（金）大泉学園ゆめりあホール（午前・午後）

支 部 事 業
１支部　研修会 9月予定
2 支部　研修会 7月17日（金） 石神井交流センター
３支部　研修会 未 定 きらぼし銀行 上石神井北支店
４支部　研修会 7月予定 東京信用金庫 武蔵関支店
5支部　研修会 9月14日（月）
６支部　研修会 9月予定 西武信用金庫 大泉支店
７支部　研修会 11月予定 大泉地域集会所

女 性 部 会 事 業
野外研修会 延 期 群馬県

30周年記念式典・祝賀会 10月14日（水） ホテルカデンツァ光が丘
絵はがきコンクール  表彰式 令和2年12月2日（水） 勤労福祉会館

青 年 部 会 事 業
野外研修会 未 定 未 定
秋季研修会 9月14日（月） OZバンケットホール
献血大会 11月11日（水） 練馬西税務署 駐車場内
租税教室 11月～令和3年2月 練馬西税務署管内 小学校

30周年記念式典・祝賀会 令和3年3月18日（木） ホテルカデンツァ光が丘

源 泉 部 会 事 業
野外研修会 延 期
第１回研修会 開講式 6月26日（金） 練馬西税務署
第2回研修会 税制税務委員会共催 8月25日（火） 勤労福祉会館
第3回研修会 9月25日（金） 練馬西税務署
第4回研修会 年末調整説明 10月28日（水） 練馬西税務署
第5回研修会 閉講式 令和3年2月5日（金） 勤労福祉会館



新型コロナウイルス感染症に関する納税猶予と支援情報
　当法人会ホームページに「新型コロナウイルス」に関する対策リンク集、「東京都緊急事態措置に関する情報：
東京都防災ホームページ」のバナーをご利用ください。

緊急経済対策における主な税制上の措置

国

　
　税

地

　方

　税

補
償
・
助
成
金

https://www.mof.go.jp/tax_policy/keizaitaisaku.html

納税の猶予制度の
特例

収入に相当の減少があった事業者の国税について、無担保かつ延滞
税なしで１年間、納税を猶予

テレワーク等のた
めの中小企業の設
備投資税制

中小企業がテレワーク等のために行う設備投資に係る新たな類型と
してデジタル化設備を追加。中小企業経営強化税制を拡充する

入場料等の払戻
請求権を放棄した
参加者への寄附金
控除の適用

政府の自粛要請を踏まえて中止等した主催者に対し、観客等が入場
料等の払戻しを請求しなかった場合には、放棄した金額について、寄
附金控除（所得控除又は税額控除）の対象

住宅ローン控除の
適用要件の弾力化

新型コロナウイルス感染症の影響による住宅建設の遅延等によって
住宅への入居が遅れた場合でも、定められた期日までに住宅取得契
約が行われている等の一定の場合には期限内に入居したのと同様の
住宅ローン控除を受けられる

消費税の課税選択
の変更に係る特例

新型コロナウイルス感染症により収入が著しく減少した事業者が税
務署に申請し、税務署長の承認を受けたときは、課税期間開始後で
あっても消費税の課税事業者の選択の変更を認める 

練馬西税務署　徴収部門
☎ 03（3867）9711

練馬西税務署　法人課税第１部門
☎ 03（3867）9711

文化庁のホームページ参照
https://www.bunka.go.jp/

国土交通省ホームページ参照
http://www.mlit.go.jp/
jutakukentiku/

練馬西税務署　法人課税第１部門
☎ 03（3867）9711

国税庁
練馬西税務署　法人課税第１部門
☎ 03（3867）9711

特別貸付けに係る
契約書の印紙税の
非課税

公的金融機関や民間金融機関等が、新型コロナウイルス感染症によ
りその経営に影響を受けた事業者に対して行う金銭の特別貸付けに
係る消費貸借に関する契約書について、印紙税を非課税とする

中小企業　固定資産税等の
軽減相談窓口
☎ 0570-077322

所有の償却資産等
に係る固定資産税
等の軽減措置

中小事業者等が所有する償却資産と事業用家屋に係る固定資産税
及び都市計画税について、事業収入が一定以上減少している場合、
令和３年度分に限り、負担を２分の１またはゼロとする

経済産業省
自家用自動車：東京都主税局
軽自動車：練馬区税務課

自動車税・軽自動
車税環境性能割の
臨時的軽減の延長

自家用乗用車（登録車と軽自動車）を取得した場合、自動車税環境性
能割と軽自動車税環境性能割の税率を１％分軽減する特例措置の適
用期限を令和３年３月31日までの取得に延長

国土交通省
東京都主税局

耐震改修した住宅
に係る不動産取得
税の特例措置の
適用要件の弾力化

新型コロナウイルス感染症の影響による耐震改修の遅延等によって
住宅への入居が遅れた場合でも、期限内に入居したのと同様の不動
産取得税の特例措置を受けられるよう、適用要件を弾力化する

休業補償

感染拡大防止協力金

雇用調整助成金

雇用環境整備促進事業

テレワーク助成金

中小企業金融

都相談センター

ハローワーク池袋

産業労働局

東京しごと財団

0570-783-183
03-5388-0567
03-3987-8609
03（6205）6703
03（5211）2397

法人は２００万円、個人事業者は100万円　（売上減少分を上限）

施設の使用停止や営業時間の短縮に協力応じ、50万円支援

事業活動の縮小を余儀なくされ、雇用維持の為の休業手当を要した

勤務体制づくりなど職場環境整備に取組む企業に奨励金を10万円支給

感染症拡大防止対策としてテレワークを導入する際の経費助成  

融

　資

日本政策金融公庫

商工中金

銀行、信金ほか

練馬区特別貸付

従業員融資

中小企業事業

相談窓口

保証協会池袋

練馬区 融資係

産業労働局

0120-327-790
0120-542-711
03-3987-5445
03-5984-2673
03（5320）4653

限度額中小企業３億円、国民事業6千万円、無担保、0.21％～0.46％

限度額３億円、無担保、0.21％

信用保証協会による実質無利子、低利子の融資

貸付限度額２千万円、0.2％、全額補償　据置期間24か月以内

休業での収入減等に対し、従業員向けに実質無利子の融資

相 

談

労働相談ダイヤル

健康相談ダイヤル

社会保険労務士紹介

相談窓口

大同・AIG窓口

法人会事務局

0570-00-6110
0120-102-297
03（3923）7272

新型コロナウイルスに関する休暇や休業の取り扱い相談 

24時間対応「新型コロナウイルス健康相談ダイヤル」無料相談

練馬西法人会では会員社会保険労務士をご紹介いたします
掲載情報は　令和２年５月１１日現在

（公社）練馬西法人会

1415 練馬西法人会情報誌  第118号　春号練馬西法人会情報誌  第118号　春号

新型コロナウイルス感染症に
関する納税猶予と支援情報お知らせ

第 118 号
発行日

令和2年5月20日

発行所	 公益社団法人
	 練馬西法人会

東京都練馬区東大泉6-47-15

電　話	 03（3923）7272
F A X	 03（3923）7285
eメール：nerimani@a1.mbn.or.jp

 http://www.nerimanishi-
houjinkai.or.jp

発行責任者	 髙橋　利充
編集責任者	 丸山　晶子

本誌は、環境にやさしい再生紙・大豆油
インクを使用しております。

編
集
後
記
　

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
で
、
法
人
会
事
業
も
延

期
や
中
止
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
状
況
が
続
い
て
い

ま
す
。
各
支
部
や
委
員
会
で
も
、
会
議
が
出
来
ず
ご
苦
労

を
な
さ
っ
て
い
る
事
と
思
い
ま
す
。

　

当
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
、「
東
京
都
緊
急
事
態

措
置
に
関
す
る
情
報
」
を
掲
載
し
て
い
ま
す
の
で
、
是
非

ご
活
用
く
だ
さ
い
。

　

広
報
委
員
会
で
は
、
三
十
周
年
特
別
号
の
企
画
や
構
成

の
検
討
を
開
始
し
て
い
ま
す
。
皆
さ
ま
の
声
を
反
映
で
き

る
、
親
し
み
の
あ
る
情
報
誌
を
制
作
し
て
行
き
ま
す
の

で
、
宜
し
く
お
願
い
致
し
ま
す
。�

広
報
副
委
員
長　

小
澤　

伸
一

お 知 ら せ
第
九
回 

通
常
総
会 

開
催
の
ご
案
内

　

会
員
各
位
に
は
、
益
々
ご
清
祥
の
こ
と
と
お
慶
び
申
し
上
げ

ま
す
。

　

さ
て
、
本
会
の
第
九
回
通
常
総
会
及
び
会
員
相
互
の
親
睦
を

深
め
る
た
め
の
懇
談
会
を
左
記
に
よ
り
開
催
い
た
し
ま
す
。

　

ご
多
用
中
の
こ
と
と
は
存
じ
ま
す
が
、
万
障
お
繰
り
合
わ
せ
の

う
え
、
ご
出
席
を
賜
り
た
く
ご
案
内
申
し
上
げ
ま
す
。
な
お
、
議

案
等
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
練
馬
西
法
人
会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

五
月
十
六
日（
土
）頃
掲
載
い
た
し
ま
す
の
で
ご
活
用
く
だ
さ
い
。

一
、日
時	

令
和
二
年
六
月
十
二
日（
金
）午
後
四
時

一
、場
所	

練
馬
区
立
勤
労
福
祉
会
館

	

東
大
泉
五
ー
四
十
ー
三
十
六

	

☎
三
九
二
三
ー
五
五
一
一

一
、
総
会

 

●
議　

案

　

  

① 

令
和
元
年
度
事
業
報
告
承
認
の
件

　

  

② 

令
和
元
年
度
決
算
報
告
承
認
の
件

　

  

③ 

任
期
満
了
に
伴
う
理
事
・
監
事
選
出
の
件

  

●
報
告
事
項

　

  

① 

令
和
二
年
度
事
業
計
画

　

  

② 

令
和
二
年
度
度
収
支
予
算

※
出
・
欠
は
五
月
二
十
二
日（
金
）ま
で
に
お
願
い
し
ま
す
。

　
（
但
し
、
正
会
員
の
方
の
欠
席
の
場
合
は
委
任
状
に
署
名
願
い
ま
す
）

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
予
防
の
為
、

　「
懇
談
会
」は
中
止
い
た
し
ま
す
。

ま
だ
「
委
任
状
」
未
提
出
の
方
は
急
ぎ
、
ご
投
函
く
だ

さ
い
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

2020年6月10日（水）・7月1日（水）
JA 東京あおば大泉支店

（練馬区大泉学園町2-12-17）

2020年7月7日（火）・7月13日（月）
石神井庁舎 （練馬区石神井町3-30-26）

9：30 〜11：00 ※詳細は、後日案内させていただきます。

健 康 診 断 の ご 案 内 自身とご家族の安心のために

健康診断をうけましょう！
健診日

・
健診会場

受付時間

充実の内容を
短時間で受診頂けます

（約2時間）
会員特別料金

法人会おすすめ！

公益事業委員会
使用済み切手・インクカートリッジ

収集事業報告

公益財団法人ジョイセフに寄贈
寄贈品目：日本使用済み切手
●切手提供者	 60社
●切手寄贈	 5,500g
寄贈品目：使用済みインクカートリッジ
●インクカートリッジ提供者	 37社
●インクカートリッジ寄贈	 14,800g
この度は、ジョイセフの収集ボ
ランティアにご協力を賜り、誠に
ありがとうございます。
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故事名言、東京商工会議所
表紙の人

●
表
紙
の
人

 

　
一
般
社
団
法
人 

東
京
ニ
ュ
ー
シ
テ
ィ
管
弦
楽
団	

中
村 

朱あ
け
み見

さ
ん

練
馬
区
東
大
泉
三
ー
二
十
二
ー
十
五 

シ
ン
フ
ォ
ニ
ー
・
プ
ラ
サ
二
階

Q
毎
日
お
仕
事
を
さ
れ
て
い
る
中
で
手
応
え
や
楽
し
さ
、

	

喜
び
を
感
じ
る
瞬
間
に
つ
い
て
。

A
一
番
嬉
し
い
瞬
間
は
、
お
客
様
の
前
で
演
奏
を
し
、

そ
の
際
自
分
も
納
得
ゆ
く
演
奏
が
で
き
、
そ
し
て
そ
れ

を
お
客
様
に
も
感
じ
取
っ
て
頂
き
笑
顔
で
拍
手
を
頂
い

た
時
で
す
。

　

リ
ハ
ー
サ
ル
の
段
階
で
、
上
手
く
い
か
な
か
っ
た
時

や
、
他
の
演
奏
者
と
議
論
し
あ
っ
た
り
す
る
事
も
あ
り

ま
す
が
、
結
果
ス
テ
ー
ジ
で
実
を
結
ん
だ
時
が
本
当
に

良
か
っ
た
と
思
い
ま
す
し
、
仲
間
っ
て
良
い
な
と
思
え

る
と
て
も
貴
重
な
瞬
間
で
す
。

Q
こ
の
職
種
な
ら
で
は
の
醍
醐
味
な
ど
、
他
の
職
種
で

は
体
験
で
き
な
い
よ
う
な
事
に
つ
い
て
。

A
指
導
し
て
い
る
生
徒
さ
ん
も
い
ま
す
。
上
手
に
な
っ

て
く
れ
た
り
、
出
来
る
よ
う
に
な
っ
て
く
れ
る
と
う
れ

し
く
な
り
ま
す
ね
。
東
日
本
大
震
災
の
後
に
、
世
の
中
が

沈
ん
で
い
る
時
、
バ
イ
オ
リ
ン
を
弾
い
て
い
る
時
間
が

現
実
逃
避
出
来
る
時
間
で
あ
っ
た
り
、
自
分
の
気
持
ち

が
静
ま
っ
た
り
と
か
、
別
世
界
に
数
時
間
だ
け
音
楽
だ

け
に
浸
れ
る
事
が
で
き
、
波
だ
っ
た
気
持
ち
を
静
め
る

事
が
出
来
た
話
を
生
徒
さ
ん
か
ら
聴
い
た
時
に
、
バ
イ

オ
リ
ン
を
や
っ
て
い
て
く
れ
て
本
当
に
良
か
っ
た
と
、
そ

し
て
音
楽
の
力
っ
て
凄
い
な
と
思
い
ま
し
た
。

Q
仕
事
を
離
れ
た
所
で
の
ご
趣
味
、
息
抜
き
の
方
法
な
ど

A
旅
行
や
散
歩
が
大
好
き
。
時
刻
表
一
冊
で
一
日
過

ご
せ
ま
す
。
ま
た
、
無
心

に
な
れ
る
草
取
り
も
好

き
で
、
綺
麗
に
な
っ
た
庭

を
眺
め
る
こ
と
で
、
意
外

に
ス
ト
レ
ス
解
消
に
な

り
ま
す
。

　

大
将
を
射
よ
う
と
思
っ
た
ら
、
ま
ず
そ
の
大
将
の
乗
っ
て

い
る
馬
を
射
る
が
よ
い
。
直
接
大
将
射
よ
う
と
し
て
も
難

し
い
が
、
馬
を
倒
せ
ば
、
強
い
大
将
で
も
撃
っ
て
取
る
こ
と

が
で
き
る
と
い
う
こ
と
。
杜
甫
の
詩
の
中
の「
人
を
射
ん
と

せ
ば
先
ず
馬
を
射
よ
」
か
ら
で
た
も
の
。

　

私
た
ち
の
仕
事
で
良
く
あ
る
の
が
、
営
業
で
会
社
を
訪
ね

る
が
な
か
な
か
決
定
権
の
あ
る
人
に
た
ど
り
着
け
な
い
。

会
社
か
ら
は
業
績
の
結
果
を
求
め
ら
れ
る
し
、
営
業
マ
ン
と

し
て
は「
気
持
ち
は
焦
る
」。
余
裕
が
な
く
な
る
と「
悲
壮

感
」
は
出
る
し
、
営
業
先
の
会
社
に
も
解
る
か
ら
相
手
に
し

て
貰
え
な
い
。
そ
こ
で「
一
歩
先
」
を
考
え
る
こ
と
に
し
た
。

ま
ず
は
、
受
付
の
女
の
子
に「
明
る
く
挨
拶
」
を
繰
り
返
す
。

慣
れ
た
こ
ろ
に
は「
電
話
」
で
冗
談
も
言
え
る
く
ら
い
に
、

そ
の
内
に「
社
長
」
に
繋
い
で
頂
け
る
よ
う
に
な
っ
た
。

　

女
性
の
多
い
と
こ
ろ
で
は
、
そ
の
中
で
誰
が
仕
切
っ
て
い

る
か
を
見
極
め
る
こ
と
が
大
事
。
権
限
を
持
つ
奥
様
に
は

特
に「
気
を
遣
う
」
こ
と
が
大
事
。
そ
う
い
う「
営
業
」
が
で

き
る
時
代
だ
っ
た
が
、
最
近
は
会
社
の
扉
の
前
に「
イ
ン

タ
ー
ホ
ン
」
と
い
う
強
敵
が
現
れ
た
。

　

営
業
も
昔
か
ら「
電
話
営
業
」「
ダ
イ
レ
ク
ト
メ
ー
ル
」「
広

告
宣
伝
」
と
あ
っ
た
が
、「
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
営
業
」
と
い
う

時
代
に
な
っ
て
き
た
。
電
気
店
で「
製
品
」
の
確
認
を
行
っ

て
、「
カ
ウ
ネ
ッ
ト
」
等
で「
在
庫
を
持
た
な
い
」
ネ
ッ
ト
で

注
文
。
証
券
会
社
も「
ネ
ッ
ト
証
券
」
に
、
ス
ー
パ
ー
で
野
菜

を
買
わ
な
い
で
、
無
駄
を
な
く
す「
オ
イ
シ
ッ
ク
ス
」
と
い

う
ネ
ッ
ト
商
売
。
昨
年
は
ラ
グ
ビ
ー
ワ
ー
ル
ド
カ
ッ
プ
で

盛
り
上
が
り
、
チ
ケ
ッ
ト
の
不
正
ネ
ッ
ト
販
売
が
横
行
し
、

「
入
場
」
で
き
な
か
っ
た
。
今
年
は「
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
開
催
」

不
正
チ
ケ
ッ
ト
が
出
回
る
と
思
っ
た
ら
中
止
に
な
っ
た
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
で
町
に
買
い
物
に
行
け
ず
、
ネ
ッ
ト

が
大
流
行
、
年
寄
り
に
は
つ
い
て
い
け
な
い
。

　

そ
れ
に
し
て
も
将
を
射
よ
う
と
思
っ
て
も「
馬
」
が
見
つ

か
ら
な
い
。
そ
う
し
て
み
る
と
自
分
の
仕
事（
営
業
）
に
何

が
合
っ
て
い
る
か
を
考
え
さ
せ
ら
れ
る
時
代
に
な
っ
た
。

副
会
長　

荒
井
秋
海

【
將
を
射
ん
と
せ
ば
馬
を
射
よ
】

故
事
名
言

（2020年5月1日現在）

法律相談 毎月第1金曜日 午後1時〜4時（30分単位）　　　　　　　　　　　  相談員：弁護士

税務相談 1月〜3月 毎週火曜日/4月〜12月 毎月第2火曜日 午後1時〜4時（30分単位） 相談員：税理士
●問い合わせ先 東京商工会議所練馬支部 練馬区練馬1-17-1 Coconeri 4階 区民・産業プラザ内  電話 3994-6521 FAX 3994-6589

※担保・保証人不要（保証協会の保証も不要）
※他に練馬区の利子補給 40％
※利用できる方：従業員 20 名以下
　（商業・サービス業 5 名以下）
※1 年以上事業を行っている方
※飲食業の設備資金も利用可能

◇本融資は商工会議所の推薦で日本政策金融公庫より事業資金として
　貸し出しされますが、審査の結果、ご希望に沿えないことがあります。
　（会員・非会員の方、問わず利用できます）

マル経融資のご案内  〜小規模事業者経営改善資金〜

融資限度額  2,000万円 利率 1.21％
返 済 期 間  運転資金  7年以内
　　　　 　 設備資金10年以内

相談
無料

窓口
専門相談


